
当初 新規 終了

１ 次代の親の育成 28 3
次代の親を育成するため、小中高生の保育所・幼稚園における乳幼児とのふれあいや地域での異年齢・世代間交流、様々な体験活動の機会を提供してきた。また、情報誌やホー
ムページにより子どもたちへの情報提供にも努めてきた。

２ 思春期における支援の充実 7 1 2
思春期の健康づくり支援として、未成年者の喫煙・飲酒等の防止、性感染症予防のための出前講座や相談・検査を実施するとともに、不登校・引きこもり児童生徒に対する相談
や居場所づくり等の支援を行ってきた。

３ 若い世代の交流促進と自立支援 7 1 3
若い世代の交流促進として、若者の出会いと交流の場の提供や地域を支える若手リーダーの育成を行ってきた。また、自立支援として、若者を雇用した事業主に奨励金を交付す
るほか、各種セミナーの開催等を通じて就労支援を行った。

１ 子育て支援拠点の整備および機能の充実 13 1
この５年間で近江町交流プラザや玉川こども図書館など親子が気軽に集える中核的な子育て支援施設や「かなざわ子育て夢ステーション」や「子育てサロン」など地域拠点が整
備され、交流や相談を通して、子育て支援機能の充実に努めてきた。

２ 緊急時等の一時的な子育て支援策の充実 7 緊急時や保護者のリフレッシュ等の際に、子ども預かる施設・施策を充実させてきた。

３ 地域の子育てネットワーク化の推進 12 2 2
子育てにかかわる仲間づくりを推進するため子育てサークルへの助成やサークルが活動する場の提供を行ってきた。また、子育て支援のネットワークづくりや支援者の育成に取
り組んできた。

４ 効果的な子育て情報の提供 4 1 様々な機会・場所・手段を通じて子育て情報を提供してきた。

５ 子育てに関する学習・相談の充実 10 2 2
ライフステージに応じた、子育てに関する学習機会を充実させた。また、子育てに関する様々な悩みについては、こども総合相談センター、福祉健康センター、夢ステ事業にお
ける相談などを通じて対処してきた。

６ 子育てに対する意識変革の推進 9 3 子育てや子育て家庭の置かれている現状についての理解、家庭での男女共同参画など、子育て意識の変革に向けた啓発活動を様々な手段を使って行ってきた。

７ 経済的な支援の充実 17 2 医療費等の助成、保育料・教育費等の軽減、育児援助サービスや手当の給付、子育て用品の支給・リユースの促進等により経済的な支援を行ってきた。

８ ひとり親家庭への支援の充実 13 1 2
児童扶養手当や医療費の助成など日常生活の支援や、職業訓練を受ける際の給付金の交付や事業主が母子家庭の母等を雇用した場合に奨励金を交付するなど自立支援を充実させ
た。

１ 妊娠・出産・育児の総合的な支援 16 1 母子健康手帳交付時の相談・情報提供、各種教室の開催、家庭訪問、健康診査等により、母子と家族の健康を支援してきた。

２ 食育と歯の健康の推進 10 5 1
保育所・学校等の給食や食に関する教室の開催により、「食育」の啓発を行った。また、歯科検診、個別指導などにより重度う蝕有病者率が減少するなど、歯の健康を推進させ
た。

３ 小児保健医療体制の整備 10 1 1
関係医療機関と協力し、こどもの夜間休日等における救急医療に対応するとともに、感染症対策についての啓発や予防接種の実施、感染情報の把握・提供により防止・予防に努
めてきた。

４ 発達に遅れや障害のある子どもへの支援 14
専門家による相談や指導などを通じて、子どもの発達の支援と親の不安に対するケアを行うとともに、障害のある子どもの保育所等への受入を行ってきた。また、日常生活用具
等の給付や各種手当の支給を通して、日常生活を支援してきた。

５ 児童虐待予防体制の充実 8 1 4
児童相談所を設置し、虐待相談の窓口を一元化して対応の迅速化を図るとともに、関係機関と連携し、子どもの見守り体制の整備や虐待防止の啓発を行った。また、女性相談室
においてＤＶ相談への対応も行ってきた。

６ 不妊への支援の充実 2 不妊治療費の助成や不妊治療に関する相談や情報提供を通じて、不妊への支援を充実させてきた。

１ 多様で弾力的な保育サービス等の充実 21 1 多様な就労形態に応じた適正な保育サービスを充実させるとともにサービスの質の向上を図ってきた。放課後児童クラブは、地域の実情に応じて拡充してきた。

２ 「働き方の見直し」と企業の自主的な
取り組みへの支援

7 5 4
多様な働き方、ワークライフバランスについて市民・事業所等への啓発を行ってきた。また、育児休業期間中の生活資金の融資やセミナーの開催等を通じて、子育て期の就労支
援を行った。

１ 子育てバリアフリーの促進 8 2 市施設では、子育てにやさしいトイレや授乳室の設置など整備を進めてきた。道路･交通環境については、順次整備を進めてきた。

２ 良質な住宅の確保と住環境の整備 4 1 住宅取得奨励金の対象年齢要件の拡大や多子世帯に対する上乗せ加算、また市営住宅入居の際の母子世帯枠を設定するなど子育て世帯への支援を行ってきた。

３ 子どもの安全の確保 18 2 施設整備や地域におけるパトロールや見守りにより防犯対策を推進してきた。耐震診断等に要する費用を助成するなど防災対策を推進してきた。

計 245 25 32
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「かなざわ子育て夢プラン2005」実施状況



1
保育所・幼稚園
における乳幼児
ふれあい教室

保育所 幼稚園
H17 31ヵ所 10ヵ所
H18 33ヵ所 10ヵ所
H19 40ヵ所 14ヵ所
H20 40ヵ所 10ヵ所
H21 33ヵ所 7ヵ所

こども福祉
教育総務

2

保育所・幼稚園
における保育ボ
ランティア等の
受け入れの推進

こども福祉
教育総務

3

教育プラザ富樫
における小中高
生ふれあい体験
事業

H17 体験件数 2件 教育プラザ富樫

3
改
訂

a教育プラザ富樫
における小中高
生ふれあい体験
事業
b親子ふれあい・
出会い事業

a
小学生 中学生 高校生 幼児親子

H18 2回 26人 11人 38組
H19 2回 8人 12人 4人 22組
H20 2回 6人 7人 4人 16組
H21 1回 1人 6人 3人 １0組
その他13保育所にて毎年体験学習を実施
ｂ

幼児親子
H18 8回 83組
H19 8回 86組
H20 8回 89組
H21 9回 87組

教育プラザ富樫

4
保育所における
異年齢・世代間
交流

H17 ６３ヵ所
H18 ４１ヵ所
H19 ２３ヵ所
H20 ４０ヵ所
H21 ４３ヵ所（私）

こども福祉

5
児童館・放課後
児童クラブふれ
あい交流

児童クラブ 児童館
H17 ３８ヵ所 ２２ヵ所
H18 ５０ヵ所 ２４ヵ所
H19 ５３ヵ所 ２３ヵ所
H20 ５３ヵ所 ２３ヵ所
H20年度で事業終了

こども福祉

6
子どもふれあい
入浴デー事業

月1回実施
浴場数 参加者数

H17 ４１ヵ所 8,069人
H18 ４１ヵ所 9,358人
H19 ３８ヵ所 8,549人
H20 ３６ヵ所 6,360人
H21 ３３ヵ所 6,247人

こども福祉

7
高齢者地域サロ
ンにおける世代
間交流

ｻﾛﾝ開設数 参加者数
H17 58地区160ヵ所 延べ62,274人
H18 60地区163ヵ所 延べ65,917人
H19 60地区171ヵ所 延べ66,247人
H20 62地区176ヵ所 延べ66,938人
H21 62地区180ヵ所 延べ64,977人

長寿福祉

8
善隣館活動の推
進

H17 ３館
H18 ５館
H19 ４館
H20 ４館
H21 ４館

福祉総務

9

卯辰山公園健康
交流センター千
寿閣での世代間
交流

参加者数
H17 延べ約200人
H18 延べ約200人
H19 延べ約200人
H20 延べ約300人
H21 延べ約300人

長寿福祉

10
児童館フェス
ティバルの開催

参加者数
H17 7,186人
H18 7,310人
H19 7,336人
H20 7,560人
H21 8,683人

城北児童会館

11
こども自遊空間
サポート事業

Ｈ１７年度で事業終了 生涯学習

担当課

幼児理解の啓発パンフレット等の配布、乳児のモデル人形による赤
ちゃんの抱き方などの体験学習、小中学生、高校生がボランティア
と触れ合い遊び等の講座を行い、乳幼児のふれあい・交流の機会を
設ける。

保育所や幼稚園（子育て夢ステーション）において小中高校生と乳
幼児のふれあい教室を開催します。

保育所や幼稚園において職場体験や中高校生の保育ボランティア等
の受け入れを推進します。

保育所の園児が老人福祉施設の訪問や行事等を通して地区の老人や
小学生たちとのふれあいの機会を持つ。

大学生のボランティアなどを受け入れ、児童館・放課後児童クラブ
の活動を体験してもらうことで、異年齢交流と子育てボランティア
の育成を目指す。

事業内容 実績

a
幼児理解の啓発パンフレット等の配布、乳児のモデル人形による

赤ちゃんの抱き方などの体験学習、小中学生、高校生がボランティ
アと触れ合い遊び等の講座を行い、乳幼児のふれあい・交流の機会
を設ける。
b
・親と子の食事セミナー
・絵本の読み聞かせ講習会

ふれあい入浴デーを設定し、公衆浴場での異年齢の子どもたちとの
交流や世代間交流を推進

地域による運営を基本とした「地域のたまり場」を設け、ひとり暮
らしの高齢者等の社会的孤立感解消を図るとともに、住み慣れた地
域での生きがいづくりを支援するなかで、高齢者と子どもたちとの
交流を推進する。

子どもとの世代間交流を含む善隣館が実施する地域交流等の事業に
対し補助

卯辰山公園健康交流センター千寿閣で高齢者と子どもたちをはじめ
とした世代間交流事業を開催
（親子陶芸講座、菜の花講座、写生大会、ｸﾘｽﾏｽﾘｰｽ作り、もちつき
大会等）

市内３１の児童館における活動成果の発表と遊びを通した市民交流
の場として、児童館フェスティバルを開催。
（子ども週間フェスティバルと同時開催）

子どもたちが「自己責任で自由に遊ぶ」ことのできる空間・環境の
創出を目指し、組織づくりと基地づくり、人材の育成を進める。

番
号

施策名

基本方針１ 心豊かな未来の親の育成と若者の自立を支援する

基本施策１ 次代の親の育成

施策の方向性（１） 小中高生と乳幼児とのふれあいの推進

施策の方向性（２） 異年齢・世代間交流の推進
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

12
豊かな心を育む
地域連携活動

H17 17校 学校指導

12
改
訂

H17 ２３校
H18 ２９校
H19 ３４校
H20 ３３校
H20年度で事業完了

学校指導

13
ふれあい・学
ぶ・子どもを育
む広域交流

H17 6件
H18 7件
H19 7件
H20 7件
H21 8件

企画調整

14
金沢の伝統文化
を体験する機会
の提供

生涯学習
文化財保護
こども福祉
文化政策
消防総務

15
職人の技術やも
のづくりを体験
する機会の提供

城北児童会館
ものづくり政策

職人大学校
市立工業高校

16

２１世紀美術館
や美大における
体験活動の機会
の提供

21世紀美術館
美術工芸大学

ものづくり政策

17
国際交流活動の
場の提供

①姉妹都市との青少年相互交流は、新型イ
ンフルエンザのため中止となった。
②H21 実績 CIRが実施する国際理解講座の
枠組みで、「英語を話す人たちとゲームで
遊ぼう」（他3件）を始めとする親子や子ど
も対象のイベントを開催した。

国際交流

18
環境活動の機会
の提供

生涯学習
環境政策
学校指導

19
緑化活動の機会
の提供

森林再生
緑と花

農業総務

20
農業体験学習の
機会の提供

農業総務
農業センター

21
宇宙や科学に関
する体験学習の
場の提供

学校指導
生涯学習

22

職場体験学習の
機会の提供 →
職場体験学習の
機会の提供、体
験・キャリア教
育推進

体験期間 参加生徒数
H17 3日間 3,706人
H18 5日間 3,834人
H19 3日間 3,831人
H20 3日間 4,077人
H21 3日間 3,707人

学校指導

23 読書活動の推進

玉川図書館
泉野図書館

玉川こども図書
館

子どもの宇宙や科学に関する興味や関心を養う場を設ける。

読み聞かせや手遊び、わらべうたなどを通して、読書への意欲を育
てるとともに、子ども達に豊かな情操を培う機会を設ける

①中学２年生を対象とした学校・家庭・地域の連携による職場体験
を実施
（県補助はH20までで終了）

広域的な学習機会の提供と他地域の子どもたちとの現地でのふれあ
い交流促進（高岡市など５市）

学校教育活動としてボランティア活動や自然体験を地域と連携して
実施(学校地域コミュニティ推進事業と統合)

学校教育活動として、児童生徒と保護者、地域住民及び教職員が共
同で、学校の施設や備品の制作・修理を行うなど、社会体験を通じ
て地域コミュニティづくりを推進

施策の方向性（３） 体験活動等の充実

金沢の文化芸能活動の鑑賞や、歴史・まちなみ・伝統芸能などにつ
いて、体験や講義で学ぶ機会を提供。

職人の技術継承や後継者の育成を目指す塾の開催、ものづくり講
座、おもちゃの修理などを通して、物を大切にする心を育む機会を
提供

21世紀美術館や美術工芸大学において、子どもや親子を対象とした
企画を行ったり、子ども視点の作品を展示するなどして、子どもの
感性を磨く機会を設ける。

親子を対象とした森づくり体験、緑と花の学習会、種まきなどの植
物の世話を通して、花や緑の美しさを再発見し、愛情を深める場を
提供

小中学生を対象に加賀野菜等の作付けから収穫までの農業体験を行
う場を設ける（一部削除：Ｈ１７年度プラン策定時より学校農園に
限らないため）

イルクーツク市へ中学生代表団を派遣するなど、姉妹都市との青少
年相互交流や、市民と在住外国人親子が子育てや日常生活の悩みを
相談する交流イベントなどを開催

こどもエコクラブや市民参画によるビオトープづくりなどの体験型
活動、ホタルや川の生き物などの自然観察などにより、環境保全の
必要性を学ぶ機会を設ける。
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

24
社会体験活動の
機会の提供

生涯学習
学校指導
消防予防

25
スポーツ活動等
の充実

9月の1週間をこどもスポーツ週間と題し、
子どもとその親を対象に各種イベントを開
催

市民スポーツ

26
各種少年団体活
動支援

金沢市子ども会連合会会員 35,100人
ボーイスカウト 1,060人

生涯学習

27
子ども情報発信
推進事業

年４回 47,000部発行 生涯学習

28
子どもホーム
ページ｢いいね
キッズ｣

年度当初に各課に照会して内容を更新
アクセス件数

H17 16,868件
H18 19,338件
H19 21,360件
H20 22,305件
H21 14,453件

広報広聴

29
性感染症予防
（性教育）出前
講座

H17 １１校 １７１９人
H18 ６校 １２８８人
H19 ６校 １１９６人
H20 ５校 ９０２人
H21 ６校 １７９１人

地域保健

30
エイズ・性感染
症相談および検
査

相談 HIV検査 ｸﾗﾐｼﾞｱ抗体検査
H17 810件 474件 358件
H18 956件 626件 516件
H19 1018件 725件 591件
H20 1172件 850件 717件
H21 779件 575件 512件

地域保健

31
学校における健
康教育の推進

H17 8校 学校指導

31
改訂

健康教育推進実
践地域事業

H18 ８校
H19 ８校
H20 ８校
H20年度で事業完了

学校指導

32
学校保健セン
ターの健康相談
事業

相談件数
H17 延べ ４８１件
H18 延べ ２８５件
H19 延べ ２４４件
H20 延べ ２７３件
H21 延べ ２９８件

学校指導

33
健やかからだの
健康推進事業

学校指導

33
改訂

健やかからだの健
康事業

H18 ５校
H19 ９校
H19年度で事業完了
（H20 №３１健康教育推進実践地域事業に統
合）

学校指導

子どもの体力向上やスポーツに親しむ機会や場を提供

ボランティア活動、勤労生産活動、自然体験活動などの様々な体験
活動や、著名人などの講演を通して、豊かな心をもった子どもの育
成を推進

喫煙・飲酒・薬物乱用防止啓発ポスターを募集・表彰し、学校・公
民館等へ配布

加賀野菜等を取り入れた食教育の推進を図る学校を支援する

エイズや性について、正しい知識と予防する能力を培うとともに自他の生
命の大切さについて学び、思いやりの心を育むため、小中学校の中でエイ
ズ教育実践校を指定しエイズ教育の推進を図る。

心の健康や食教育、喫煙・薬物乱用防止などの重点健康課題を設定し、
教育活動や公開授業を行う推進校を指定

医師、心理セラピスト等によるこころの相談や、肥満・調理実習な
どのすこやか発育相談など専門家によるカウンセリングを実施

施策の方向性（４） 子どもたちへの情報提供

基本施策２ 思春期における支援の充実

子どもと大人のための遊びや学びに関するイベント情報、自然体験
活動・社会体験活動、生涯学習に関わる講座・催事などの情報を掲
載した生涯学習情報誌『みまっ誌』を発行する。

（H18年度 子どものための情報誌『みまっ誌』へ生涯学習広報誌
『ラーニング・ライフ』を統合）

平成１５年４月１４日より｢いいねっと金沢｣の子どもホームページ
を開設。現在は、内容の情報更新を行っている。必要に応じ、内容
の充実も図る。

施策の方向性（１） 思春期からの健康づくり支援

中学生、高校生を対象に、医師および保健師が学校へ出向き講演を
実施し、性感染症に関する正しい知識と予防行動の重要性、性の健
康を自分で守ることの必要性の理解を促す。

保健所、所外でエイズ・性感染症の相談や検査を実施する。

金沢市子ども会連合会、ボーイスカウト金沢地区協議会およびガー
ルスカウト金沢地区協議会の活動に対し助成を行い、その活動を支
援

3



担当課事業内容 実績
番
号

施策名

ヘルスプロモー
ション推進事業

H21 ７校で実施 学校指導

34
「心と学びの支
援員」の派遣

併設校を除く21中学校、5小学校
(延べ27人)

学校指導

居場所づくり 家庭訪問相談
H17 ８３名 １１名
H18 ８３名 １０名
H19 ７３名 ２名
H20 ８７名 １名
H21 ５４名 ２名

教育プラザ富樫

登録者
H18 ２７名
H19 ２８名
H20 ３０名
H21 ２４名

教育プラザ富樫
（こども総合相
談センター）

36
若者つどい・で
あい広場事業

開催回数 参加人数 ｶｯﾌﾟﾙ成立数
H17 2回 197人 14組
H18 2回 257人 22組
H19 3回 307人 35組
H20～民間団体が実施し、市は後援

こども福祉

37

かなざわユース
リーダー創生塾
→
元気なまち金沢
リーダー支援事
業

H21
①5月～3月（7回） 延べ66人参加
②2月27日～28日 17人参加
③8月～3月（5回） 5団体 125人参加

生涯学習

38
若年者等トライ
アル雇用奨励金

H17 118件
H18 188件
H19 180件
H20 162件

労働政策

38
改
訂

安定雇用促進奨
励金

H21 198件 労働政策

39
高校生就職準備
セミナーの開催

参加者
H17 ２３人
H18 １５人
H18年度で事業終了

労働政策

産学交流人材定
着促進事業

参加数
H20 大学等：5校、企業：17社
H21 大学等：8校、企業：13社

労働政策

40
若者仕事塾の開
催

H17 4回開催
H18年度で事業終了

労働政策

41
若年者就職活動
支援セミナーの開
催

H17 参加者39人
H17年度で事業終了

労働政策

金沢市健康教育推進プラン（第二次）で掲げる７つの健康課題に位置づけ
た健康教育計画を作成し、学校保健委員会及び学校医などの地域の人材
を活用した健康教育を行う。

校内相談体制の充実と別室登校生徒の円滑な学級への復帰と学習を
支援する人員を派遣する。

職域団体、企業、地域等と連携しながら、若者の出会いと交流の場
を提供する。

地域の若手リーダー育成・青少年団体間の交流及び団体への出前講
座を実施し、行政との相互理解・連携を通して地域を支える人材を
育成する。
①かなざわユースリーダー創生塾
②リーダー交流事業
③地域リーダー活性化事業

国の「試行雇用事業」の対象となり、引き続き常用雇用となった、
３５歳未満の若年者等を雇用する事業主に対し、奨励金を交付す
る。
（→安定雇用促進奨励金）

国の「試行雇用事業」の対象となり、引き続き常用雇用となった、
４０歳未満の若年者及び母子家庭の母等を雇用する事業主に対し、
奨励金を交付する。
（H21 №124と統合）

就職予定の高校２，３年生を対象に就職準備のためのマナーやパソコン技
能等の研修会を開催
→H17より高校２年生は対象外とする

施策の方向性（２） 就労支援の充実

大学等の就職担当者と地元中小企業がお互いの情報を交換し合い、
地元企業の魅力の周知を図り、若者の地元定着を図る。

職人の方の実演を見たり、体験談を聞くことを通して、若者が自ら「働く」と
いうこと、「職業」ということを考える機会を設け、若者の職業観の醸成に寄
与することを目的とする。

３０歳未満の求職活動者を対象に、就職のための面接マナー、ビジネスマ
ナー等に関するセミナーを開催

施策の方向性（２） 不登校・引きこもり等への対策

基本施策３ 若い世代の交流促進と自立支援

施策の方向性（１） 学習の機会や交流の場の創出

35
不登校児童生徒

への支援

不登校児童生徒が通所する適応指導教室（市内２箇所）での居場所
づくり、引きこもり児童生徒の訪問相談や保護者・学校への相談・
助言を行う。

引きこもりや不登校の児童生徒の家庭へ、大学生等のメンタルフレ
ンドを派遣し、会話や遊び、スポーツなどを通して子どもの自主性
と社会性の伸長、登校意欲の回復、家庭における養育機能の強化等
を図る。

4



担当課事業内容 実績
番
号

施策名

脱フリーター支
援事業 →

H18 若者仕事塾 60人
若者職場体験ツアー 22人
ものづくりｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ 19人

H19 若者職場体験ツアー 31人
ものづくりｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ 2人

H20 若者職場体験ツアー 19人

労働政策

就労バックアッ
プ事業

H21 採用意向ｱﾝｹｰﾄ調査 1,000社
企業見学

新卒者 7社へ 28人
中途求職者 3社へ 14人

労働政策

42
短期職場実習助
成金

H17 2件
H18 0件
H19 1件
H20 1件
H21 0件

労働政策

43 教育プラザ富樫 教育プラザ富樫

利用者数
H17 37,280人
H18 43,573人
H19 50,457人
H20 50,094人
H21 43,155人

教育プラザ富樫

利用者数
H17 10,429人
H18 11,498人
H19 11,782人
H20 13,526人
H21 8,654人

こども福祉

平成21年4月4日オープン
H21予定 かるがも教室 2回
まちなかこども施設ツアー

近江町交流プラザ

親子参加 相談数
H17 32,898組 2,486件
H18 34,254組 1,865件
H19 30,410組 1,585件
H20 39,514組 1,400件
H21 30,755組 1,133件

福祉健康センター

45 城北児童会館

利用者数
H17 7,175人
H18 7,427人
H19 7,727人
H20 7,994人
H21 8,293人

城北児童会館

46

玉川こども図書
館(仮称)の開設
→
玉川こども図書
館

Ｈ18 手づくり絵本募集、プレイベントの開催、
建物・外構実施設計
Ｈ19 マスコットキャラクター募集、プレイベント
の開催、建設工事着手
Ｈ20.11 玉川こども図書館開館
入館者数

～H21.3 88,059人
H21年度 197,35１人

玉川こども図書館

47
子育て夢ステー
ションの設置

保育所 幼稚園 児童館 計
H17 42 12 30 84
H18 49 10 30 89
保育所開催については妊産婦対応を強化
H19 57 15 30 102
H20 77 16 30 124
H21 81 20 30 131

こども福祉
教育総務

40
・
41
改
訂

フリーターや自分の適職が分からない若者を対象に、職業観の醸成
から職場体験、さらにインターンシップを行うことにより、製造
業、ものづくりの分野で働くことに誇りを持つような意識改革を促
す

新卒者及び中途求職者を対象に、採用意欲の高い企業への見学ツ
アーを実施し、求職者の就職活動を支援する。

乳幼児とその親がいつでも気軽に集い、交流や相談を通して、育児
不安の解消につなげることを目的に、金沢こども広場を増設する

クラブ活動や行事を通して、子どもの健康を増進し、情操を豊かに
することを目的とする施設。定期的に親子のつどいの場を開設。

無料職業紹介所の求人登録事業所において、３５歳未満の求職者に
対して、職場実習を実施した事業主に対し、助成金を交付する。
H21年度から年齢要件を撤廃

地域の子ども育成活動の支援や子育て総合相談･支援体制の強化、教
職員・保育職員研修の充実・強化の場として整備。また、育児相談
や遊びの場を通じて親子活動を支援する。（H16.7開館）

基本方針２ 楽しくいきいきと子育てができる環境をつくる

基本施策１ 子育て支援拠点の整備および機能の充実

施策の方向性（１） 総合拠点施設教育プラザ富樫の充実

施策の方向性（２） 中核的拠点の整備

44
金沢こども広場
事業の充実

まちなかにおいて子どもの読書活動を総合的に推進するための新た
な拠点として「玉川こども図書館」を整備、開設する。

保育所・幼稚園･児童館を子育て夢ステーションとし、地域の妊産婦
や親子が気軽に育児の相談や育児講座の参加、友達づくりができる
場とする。

施策の方向性（３） 身近な地域における子育て支援機能の充実

5



担当課事業内容 実績
番
号

施策名

48
子育てサロンの
充実

地域版 NPO版
H17 ３０ヵ所 3ヵ所
H18 ３２ヵ所 3ヵ所
H19 ３３ヵ所 3ヵ所
H20 ３３ヵ所 3ヵ所
H21 ３２ヵ所 5ヵ所

こども福祉

49 かんがるー教室

H17 33ヵ所 ５５教室
H18 33ヵ所 ５５教室
H19 33ヵ所 ５５教室
H20 33ヵ所 ５６教室
H21 33ヵ所 ５６教室

城北児童会館

H17 6ヵ所 5回 ３クール
H18 6ヵ所 5回 ３クール
H19 6ヵ所 5回 ３クール
H20 6ヵ所 5回 ３クール
H21 6ヵ所 5回 ３クール

城北児童会館

H21 1カ所 2回 239人
近江町交流

プラザ

近江町交流プラ
ザちびっこ広場
事業

H21 開設日数308日
利用人数44，491人

近江町交流
プラザ

51
保育所地域子育
て支援センター

市立 1ヵ所 私立 6ヵ所 こども福祉

52
地区児童館事業
の充実

こども福祉

53 都市公園の整備

H17 2ヵ所
H18 1ヵ所
H19 4ヵ所
H20 1ヵ所
H21 2ヵ所

緑と花

54 児童遊園の整備

児童遊園 整備補助
H17 80ヵ所 5件
H18 78ヵ所 9件
H19 72ヵ所 2件
H20 69ヵ所 4件
H21 67ヵ所 6件

緑と花

55
幼児用徒渉池
（プール）の開
設

利用者数
H17 延べ 5,137人
H18 延べ 4,075人
H19 延べ 3,486人
H20 延べ 4,667人
H21 延べ 2,920人
H22 延べ 4,782人

緑と花

一時保育事業
→
一時預かり事業
（H21から）

実施か所数
H17 １０２
H18 １０２
H19 １０３
H20 １０５

こども福祉

一時預かり事業 H21 開設日数308日
近江町交流

プラザ

57
休日一時保育事
業

H17 2ヵ所
H18 2ヵ所
H19 2ヵ所
H20 2ヵ所
H21 1ヵ所

こども福祉

学校の空き教室や公民館・児童館に乳幼児とその親が気楽に集ま
り、育児の相談や友だちをつくる場として、子育てサロンを設け
る。地域のボランティアや児童委員らが中心となって、親の育児不
安解消のための支援を行う。

２歳児とその保護者を対象とし、遊びと親子の交流の教室を開催

50
かるがも親子教
室

１歳９ヶ月の児童とその保護者を対象とし、遊びと親子の交流の教
室を開催

親子のふれあいを促すため、お話し会やリズム遊び、身近なもので
のおもちゃづくり等を行う。

実施保育所を指定し、地域の子育て支援に関する拠点を設置する

地域の子どもが誰でも自由に遊びに行くことができ、仲間づくりや
相談もできる場の提供。平日の午前中には子ども会や地域の子育て
サークル活動に開放する。

子どもたちの遊び場、親子の憩いやふれあいの場を確保するため、
市民ニーズに応じた都市公園を計画的に整備する

市が設置する公園を補完する目的で、設置する児童遊園の維持管理
に対する奨励金の交付及び整備に対する助成金を交付する。

小学生未満の幼児が親子で楽しめるプールを夏季に３週間開設。市
内に６ヶ所の公園徒渉池を設置

一時的に児童を短期間保育所で預かる

１日４時間を限度として、一時的に生後６か月から就学前までの乳
幼児を預かります。

56

基本施策２ 緊急時等の一時的な子育て支援策の充実

日曜・祝日等に保護者の病気等により一時的に家庭で保育できない
児童の保育を実施する。

6



担当課事業内容 実績
番
号

施策名

58
産後ママヘル
パーの派遣

利用者数 利用回数
H17 94人 延べ1,018回
H18 98人 延べ1,168回
H19 95人 延べ1,074回
H20 108人 延べ1,227回
H21 87人 延べ 998回

こども福祉

59
児童ショートス
テイ

H17 ４ヵ所
H18 ３ヵ所
H19 ３ヵ所
H20 ３ヵ所
H21 ３ヵ所

こども福祉

60
ファミリーサ
ポートセンター
事業

会員数 活動件数
H17 １，３５６名 ３，９２１件
H18 ２，２７４名 ５，５５８件
H19 ３，１７４名 ４，６６０件
H20 ３，８５１名 ４，６０７件
H21 ４，４１７名 ４，８６４件

こども福祉

61

イベント併設ミ
ニ保育室助成費
→子育て支援事
業
（保育者派遣業
務）

H17 １１７回
H18 １２７回
H19 １２６回
H20 １１３回
H21 １１５回

こども福祉
労働政策

中央市民体育館 城東市民体育館
H17 １０６名 １０９名
H18 ６７名 ５８名
H19 ０名 ３１名
Ｈ19年度で事業終了

市民スポーツ

H18 4,873.5時間
H19 4,532.5時間
H20 3,284.0時間
H21 2,874.0時間

21世紀美術館

63
子育てサークル
活動の支援

H17 ３４サークル
H18 ２２サークル
H19 １１サークル
H20 １１サークル
H21 １０サークル

こども福祉

64

子育て市民グ
ループの活動の
場の提供 →
市民活動交流室

こども福祉
城北児童会館

65
子どもを育てる
地域プランづく
り事業

H17 30地域
H18 31地域
H18年度で事業終了

生涯学習

66
子どもを育てる
地域ネットワー
ク事業

H17 27地域
H18 28地域
H19 29地域
H20 29地域
H21 29地域

生涯学習

67
青少年地域活動
ステップアップ
事業

H17 4地域
H18 5地域
H19 11地域
H20 13地域
H21 14地域

生涯学習

68

母親クラブ（地
域組織活動育成
クラブ）の活動
支援

会員数
H17 1,483人
H18 1,470人
H19 1,468人
H20 1,449人
H21 1,356人

こども福祉

産褥期のため家事や育児の困難な核家族等の家庭にヘルパーを派遣

保護者の疾病等により、養育が困難になった児童を児童福祉施設等
で養育保護します。

会員同士の育児相互援助活動の支援と親育ての講習や交流会等を実
施します。

乳幼児を持つ保護者が集まる子育て自主サークルに要する費用を補
助

育児サークル等が打合せ等に利用できる市民活動の拠点として、城
北児童会館に市民活動交流室を設置。
地区児童館を午前中開館することにより、活動の場を充実。

地域の各種団体が連携し、地域の特色を生かした子どもを育てる地
域行動計画を策定

子どもを育てる地域プランづくり事業で策定された地域行動計画を
ハード・ソフトの両面から具現化

市主催事業等で臨時の保育室を開設する場合に保育等を派遣する

62
公共施設におけ
る保育サービス
の推進

２１世紀美術館や体育館利用の子どもの預かりを実施

基本施策３ 地域の子育てネットワーク化の推進

施策の方向性（１） 子育てに関わる仲間づくりの推進

施策の方向性（２） 子育て支援のネットワークづくり

子どもを育む環境づくりや子どもの健やかな成長に関する活動の企
画を地域から募集し、その実施を委託します。

児童の健全育成を図るため、児童館を拠点に「母親クラブ（地域組
織活動育成クラブ）」を組織し、親子および世代間の交流、文化活
動や児童養育に関する研修等の活動費を助成する。
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

69
乳幼児を育てる
地域子育てネッ
トワークづくり

検討中 こども福祉

70
子どもを育む金
沢フォーラム

H17 基調講演及びﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ
H18 基調講演及びﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ
H19 基調講演及び活動発表
H20 基調講演及び活動発表
H21 基調講演及び活動発表

生涯学習

71
子ども育成指導
者養成講座

H18事業見直しにより、元気なまち金沢リー
ダー支援事業に移行（①は廃止）

生涯学習

72

家庭教育サポー
ターの養成(子育
て地域人材養成
事業）

H17 54地区111人
H18 54地区111人
H19 54地区111人
H20 54地区114人
H21 54地区114人

生涯学習

中高年齢者子ども
サポーター育成事
業

H21 6回 生涯学習

73
児童館厚生員、
児童クラブ指導
員研修の充実

こども福祉

74
児童委員研修の
充実

主任児童委員研修会
H17 2回
H18 2回
H19 2回
H20 2回
H21 2回

こども福祉

金沢こども料理塾
サポーター養成講
座

H20 講習会5回 養成12人
H21 講演会5回 養成11人

近江町交流
プラザ

75
子育て支援総合
コーデイネート
事業

相談件数
H17 1,286件
H18 2,259件
H19 2,181件
H20 1,978件
H21 1,973件

こども福祉

76
子育て総合情報
誌の充実

H22 改訂版印刷予定 こども福祉

77
インターネット
を活用した情報
提供

H17 ｴﾝｾﾞﾙﾈｯﾄをお役立ちｳｪﾌﾞに統合
H18 モバイル版開設
H19 ウェブデザイン一新

こども福祉

金沢市メール
ニュース
（「子育てお役立ち
メール」の新設）

配信開始日：平成２１年７月１日
H21 登録件数 722件 広報広聴

こども福祉

福祉健康センター

（金沢子ども週間普及事業として実施）
地域で子どもを育てるための方向性や先進団体の実践的な取組につ
いて、講演・報告・パネルディスカッションを通して理解を深める
ことにより、地域の教育力を高める。

地域を支える人材育成を目的とし、各種研修事業を実施する。地域
サポーター部門（大学生・社会人対象）では下記の２事業を展開。
①地域子どもサポーター研修会（知識・技能等の研修会の実施）
②地域リーダー活性化事業（各団体への出前講座の実施）

地域において子育ての悩みや疑問の相談を受けたり、家庭教育に関
する意識啓発を行う家庭教育サポーターを養成する。

地域活動に携わる中高年齢者の指導者としての資質を高めるため、「子ど
も」を知るための研修会を開催する。
○対象 地域活動に携わる中高年層

地区の児童館、児童クラブの指導員の資質向上のため、研修制度を
充実します。

民生委員児童委員、主任児童委員としての職務上に必要な知識を習
得するための研修会を開催

子どもたちが楽しく安心して料理に取り組めるようにサポートを行う人材を
養成する。
金沢こども料理塾は、平成２１年度から開催予定

子育て支援サービス情報を一元的に把握し、必要な情報を提供（H16
年度より開始）

市民グループに作成を委託し、きめ細かいサービスや情報を掲載し
た子育て総合情報誌を発行

基本施策４ 効果的な子育て情報の提供

子育てに関するさまざまな情報を一元化し、インターネットを通じ
て幅広く提供
エンゼルネット、金沢子育てお役立ちウェブ

妊娠中・子育て中の市民の方に、子育てに関するお知らせや子ども連れで
参加できるイベント・講座等の情報を定期的（毎月１日・１５日）に配信する
メールニュース（メールマガジン）を新設

78
様々な機会・場
所での情報提供

出産時、転入時、就園時等の様々な機会、場所において、タイム
リーな子育て情報を効果的に提供します。

施策の方向性（３） 子育て支援者の育成

地域の保育園、幼稚園、児童館などの関係施設や児童委員などの地
域関係者および市民グループが連携し、地域の子育て情報を収集
し、発信するネットワークづくりを検討します。
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

79
金沢ママさんカ
レッジ事業

H17 ３２講座
H18 １７講座
H19 １６講座
H20 ８講座
H21 １０講座

こども福祉

80

子育て金沢カリ
キュラム（親育
ち学習指針）の
作成

H17 1，000部作成 こども福祉

81 家庭教育学級

H17 118学級 延べ37,220人
H18 113学級 延べ28,755人
H19 114学級 延べ24,508人
H20 111学級 延べ25,948人
H21 108学級 延べ24,197人

生涯学習

かなざわ親塾

H21
①55回実施 5,301名参加
②14回実施 433名参加
③9回実施 292名参加
④7回実施 398名参加

生涯学習

82 親子自然体験塾

参加家族数
H17 4回 77家族（238人）
H18 4回 76家族（225人）
H19 4回 67家族（210人）
H20 4回 65家族（215人）
H21 4回 64家族（187人）

生涯学習

83
子育てネット
ワークセミナー

H17 ８回 ２２４人
H18 ８回 ２０１人
H19 ８回 ２３３人
H20 ６回 １７３人
H21 ３回 ９２人

女性センター

84
ふれあい親子読
書講座

H17 ５回
H18 ３回
H19 ２回
H20 １回
H21 ２回

玉川こども図書館

85
こどもの本読書
案内講座

H18 ２回 計24人
H18年度で事業終了

泉野図書館

初めての本との出
会い事業

①H21 年間12回開催
②H20 実施済（室内に授乳席3席増設）
③発行済

玉川こども図書館

86

教育プラザ富樫
における各種相
談 →
こども総合相談
センターにおけ
る各種相談

H18 1,123件
（児童相談所における件数を除く）
H19 1,131件
H20 562件
H21 545件

教育プラザ富樫
（こども総合相
談センター）

87
子育て夢ステー
ションにおける
相談

H17 42件
H18 49件
H19 57件
H20 7

こども福祉

88
子育てホットラ
イン

H17 2,761件
H18 2,222件
H19 2,814件
H20 2,138件
H21 2,030件

福祉健康センター

子育ての基礎講座と子育て中の親が自ら企画・運営するステップ
アップ講座の２段階の講座を開催し、親としての成長を支援しま
す。

子育てに関する知識や方法、親としての生き方など、親が親として成長す
るために必要な事柄をライフステージに応じて体系的に学べるよう指針を
作成します。

乳幼児から10代にかけての子どもを持つ親に、子育てに関する学習
の機会を提供する。学習内容は、子どもの心身の発達過程、親や家
庭のあり方、基本的生活習慣の定着や現代の親に関わる事例など
様々な問題を取り上げる。

基本施策５ 子育てに関する学習・相談の充実

施策の方向性（１） 子育てに関する学習機会の拡大

心と命を大切にする豊かな人間性をもった子どもたちを育てるため、親自
身が気付き、学び、成長するための学習機会を提供する。
①入学前セミナーの開催
②情報モラル出前講座の開催
③父親の子育て支援に関する事業
④企業・地域への啓発事業

キゴ山少年自然の家における自然体験を通して、親子のふれあいを
深めるとともに、家庭教育の重要性について再認識する場を設け
る。

乳幼児を持つ両親を対象に、病気・虐待・子育てのポイント等につ
いて学ぶ

親子または保護者を対象に講座を開催し、読書を通じての親子のふ
れあいと、家庭での読書環境作りに対する理解を深める。
（H20 玉川図書館から玉川こども図書館へ移管）

小学生以下の子どもをもつ父母、子どもの読書に関心のある方を対
象とした子どもとの読書の素晴らしさ、大切さを知ってもらうため
の講演会を実施する。

①０～２歳児を持つ保護者を対象に、乳幼児からの読み聞かせや親子の
ふれあいの大切さを知ってもらうために、職員が講話と乳児に対する読み
聞かせ、わらべうたの実演を行う。
②玉川こども図書館の１室の改装により、「初めての本との出会いの部屋」
を開設し、乳幼児と保護者が安心して利用できるスペースを確保する。
③赤ちゃんが初めて出会うおすすめ本のリストを作成する。

育児や発達に関する悩みなど、０歳から１５歳までの子どもに関す
る相談に専門スタッフが対応、総合的な支援を行っている。

子育て夢ステーションにおいて、保育士、幼稚園教諭、児童厚生員
等が子育てに関する相談に対応

施策の方向性（２） 相談体制の充実

妊娠、出産、育児に関する疑問や悩みについての専用電話やＦＡＸ
による相談
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

89
みんなで子育て
啓発事業

H17 子育てをする理想の父親像「子育てパ
パ！3ヶ条」を募集し、表彰。入賞の作品を冊子
にまとめた。

こども福祉

90
テレビ番組にお
ける子育て意識
の啓発

広報広聴

91
子ども週間普及
促進事業

H17～21 市民芸術村で開催 生涯学習

こども福祉

教育総務

93
父と子のふれあ
い教室

H17 3回 69組
H18 3回 57組
H19 3回 42組
H20 1回 33組
H21 1回 24組

福祉健康センター

94
父親子育て地域
講座

H17 15地域
H18 12地域
H19 9地域
H20 5地域
H17から一部、金沢市家庭教育推進協議会で
実施
H20年度で事業終了

生涯学習

95
かなざわ父親
ねっと活動

H17 29校区
H18 27校区
H19 25校区
H20 17校区
H17から金沢市家庭教育推進協議会で実施
H20年度で事業終了

生涯学習

96
ゆめまちづくり
活動支援事業

H17 6団体
男女共同参画啓発寸劇の出前公演等

H18 9団体
親子でふれあう金沢九谷上絵付け体験等

H19 10団体
金石かぁちゃん食堂と交流サロンの運営

社会実験等
H20 5団体

金沢・古着くるくる大作戦等
H21 6団体

川上芝居小屋模型づくり等

市民参画

97
男女共同参画出
前講座

H17 １７回 ７５２人
H18 １７回 ５５６人
H19 １２回 ３５１人
H20 ８回 ２６５人
H21 １７回 ６３１人

市民参画

98 出産育児一時金

17年度実績：491件
18年度実績：526件
19年度実績：473件
20年度実績：458件
21年度実績：443件

医療保険

子育てクラブへ委託し、保護者の視点から、子育ての楽しさ、育児の参加
への呼びかけなどの啓発を17年度より5ヵ年計画で行う。17年度は「父親
の育児について」を中心に啓発を行う。

広報番組にて子育てをしている方からのメッセージを放送する。

金沢子ども条例に基づき、子どもと大人のふれあいを通して、子ど
もを育てる役割の大切さを改めて考える期間としての「金沢子ども
週間」の普及促進を行うため、「子ども週間フェスティバル」を開
催

基本施策６ 子育てに対する意識変革の推進

施策の方向性（１） 市民の子育て意識の醸成

92
子育て夢ステー
ションにおける
父親育児教室

子育て夢ステーションにおいて、未就園児と父親の育児・遊びの教
室を開催

保育所 幼稚園
H17 2ヵ所 5ヵ所
H18 6ヵ所 5ヵ所
H19 3ヵ所 7ヵ所
H20 5ヵ所 4ヵ所
H21 5ヵ所 7ヵ所

父親の子育て参加により、母親のストレスや育児不安の軽減を図る
と共に家庭における子育て力を高める

父親の子育てへの参加の促進とネットワークづくりの推進のため、地域に
講師とワーキンググループを派遣して、参加型の講座を実施するとともに、
地域での独自の企画を支援する。

父親会が連携してネットワークを形成し、家庭教育の啓発と情報の共有を
目的としてリーフレットやホームページの作成、人的交流のためのイベン
ト、学習会、父親会へのサポート隊の派遣等を実施する。

ゆめのあるまちづくりを進めることを目的に、市民活動団体から個
性的なまちづくり企画を募集する。

企業、団体、グループ等が主催する研修会、講座等に講師を派遣
し、男女共同参画社会の必要性を啓発するとともに、市民の自主的
な学習活動を支援する。

国民健康保険の被保険者が出産した場合、出生児１人つき35万円
（平成21年10月出産分からは39万円）を支給する。
受領方法は、被保険者の世帯主が受取るか、医療機関が被保険者に
代わって受取る（受取代理）かのいずれかを選択できる。
平成21年10月より直接支払制度が開始され、金沢市から医療機関へ
直接育児一時金を支払うため、被保険者は事前に出産する費用を用
意する必要はなくなる。
（平成21年1月出産分からは、産科医療補償制度対象分娩については
3万円加算）

施策の方向性（２） 男女共同子育ての推進

基本施策７ 経済的な支援の充実

施策の方向性（１） 子育てにかかる医療費等の助成
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

99
出産費資金貸付
金

17年度実績：54件
18年度実績：73件
19年度実績：10件
20年度実績： 3件
21年度実績： 0件

医療保険

100

乳幼児医療費助
成
→子育て支援医
療費助成

H18 事業番号１０１とあわせ、
「子育て支援医療費助成」
H20.10月診療分より、自動償還払制度導入

健康総務

101
就学児童医療費
助成 健康総務

102
小児慢性特定疾
患医療給付

H17 1,111人
H18 655人
H19 584人
H20 541人
H21 497人

地域保健

103
身体障害児育成
医療給付

H17 250人
H18 232人
H19 235人
H20 273人
H21 244人

地域保健

104
未熟児等養育医
療費助成

H17 105人
H18 99人
H19 122人
H20 126人
H21 118人

地域保健

105

妊娠中毒症等医
療費助成
→妊娠高血圧症
候群療養援護費

健康総務

106
乳幼児入院見舞
金の支給

H１７で終了 健康総務

107
母子の健康管理
支援

健康総務

108 保育料の軽減 こども福祉

109
多子世帯への軽
減

H19より一人目が幼稚園等に在園、２人目、
３人目が保育所入園でも同様の軽減を行
う。

こども福祉

110
私立幼稚園就園
奨励費

H17 ４７園
H18 ４７園
H19 ４６園
H20 ４６園
H21 ４６園

教育総務

111
金沢子育てサー
ビス券事業

交付人数
H17 ９４５人
H18 １，６４３人
H19 ２，３２６人
H20 ２，６５９人
H21 ２，５４８人

こども福祉

小児慢性特定疾患治療研究事業認定患者に対し、必要な医療費用を
給付
児童福祉法に基づく新しい小児慢性特定疾患事業１７年４月より施
行

手術等によって障害の改善が見込まれる障害のある児童に対し、指
定医療機関において必要な医療を給付。
Ｈ１８．４．１より自立支援法へ改正

妊娠４ヶ月以上の国民健康保険加入者に、出産育児一時金支給まで
の、無利子貸し付けを実施する。

国の示す基準の保育料に対し、保護者負担の軽減を図る

世帯で同時に２人以上が保育園に入園している場合に、２人目は保
育料を半額、３人目を無料とする。

私立幼稚園に子どもを就園させている保護者が負担する保育料の一
部を、幼稚園に助成

0､1歳児に産後の育児・家事援助やファミリーサポートセンター事業
のサービス等を受ける際の負担額を軽減するサービス券を支給
H18.10より、保育所の一時保育にも利用可能とする

施策の方向性（３） 経済的負担の軽減

施策の方向性（２） 保育料・教育費等の軽減

養育のため、入院を必要とする未熟児に対し、指定医療機関におい
て必要な医療を給付。

妊娠中毒症等に罹患した妊産婦が入院した場合、その費用の一部を
支給

乳幼児が継続して３０日以上入院した場合、保護者に対して、１０，０００円
を支給

健康診査等で栄養強化が必要と認められた妊産婦、乳児に対し、粉
乳を支給

乳幼児および児童の保護者が負担した医療費の一部を、償還払い方
式で助成

小学校就学児童の入院にかかる医療費の一部を助成
（事業番号100に統一）

年度 助成件数(件) 助成額(千円)

Ｈ１７ 283,453 506,584
Ｈ１８ 299,151 536,016
Ｈ１９ 311,945 557,372
Ｈ２０ 321,739 492,056
Ｈ２１ 305,067 449,194
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

112
ようこそ赤ちゃ
ん子育て必需品
支給事業

こども福祉

113 児童手当

児童数
H17 延べ377,671人
H18 延べ486,570人
H19 延べ507,865人
H20 延べ508,268人
H21 延べ509,531人

福祉総務

年 １２回開催 教育プラザ富樫

成立件数（こども用品以外の不要品も含む）
H17 95件
H18 84件
H19 36件
H20 48件
H21 44件

リサイクル推進

115
母子家庭等自立
支援計画の策定

H17実績 実態調査
H18実績 計画策定

福祉総務

116 児童扶養手当

受給者数
H17 3,073人
H18 3,164人
H19 3,220人
H20 3,201人
H21 3,291人

福祉総務

117
ひとり親家庭の
医療費助成

H20.10月診療分より、自動償還払制度導入
H17： 8,003件 75,151千円
H18： 9,172件 85,380千円
H19： 10,012件 95,048千円
H20： 12,360件 105,592千円
H21： 18,742件 115,562千円

健康総務

118
母子自立支援
員、父子相談員
の設置

相談件数
H17 ５，６９５件
H18 ７，５４６件
H19 １１，７１４件
H20 １２，５５２件
H21 １０，１９４件

福祉総務

119
ほほえみ家族事
業

H17 体育祭、クリスマス会
H18 親子で体験ニュースポーツ、

クリスマス会
H19 親子で体験ニュースポーツ、

クリスマス会
H20 クリスマス会
H21 クリスマス会

福祉総務

120
寡婦・ひとり親
家庭奉仕員の派
遣

派遣件数 派遣時間
H17 ６件 １４．０時間
H18 ８９件 １０８．５時間
H19 ２８件 ５１．０時間
H20 ２１件 ３１．５時間
H21 ２４件 ２３．５時間

福祉総務

ホームフレンド
の派遣

派遣件数 派遣家庭
H17 延べ２１２回 １２件
H18 延べ ７１回 ８件
H19 延べ ９８回 ６件
H20 延べ ９６回 ９件
H21 延べ１６２回 １３件

情報交換事業

実施回数
H18 ６回
H19 ５回
H20 ６回
H21 ６回

育児開始時における経済的負担の軽減と、家庭において育児しやす
い環境を整えため、育児経験者や専門家のメッセージとともに子育
て必需品を保護者へ贈る。

児童を養育している者に第１・２子は５，０００円（3歳未満は１
０，０００円）、 第３子以降月額１０，０００円を支給

114
子ども用品のリ
ユースの推進

子ども用品のフリーマーケットの開催や、子ども用品の不要品を希
望する方、提供したい方に登録していただき、その情報提供サービ
スを行う。

121

子どもが気軽に相談できるホームフレンド（児童訪問援助員）を家
庭に派遣

ひとり親家庭が定期的に集い、交流や情報交換を行う

母子家庭、ひとり親家庭のニーズを把握し、必要な支援について検
討

父親もしくは母親と生計を別にしている子を養育している母・父等
に手当を支給

ひとり親世帯の負担した医療費の一部を助成

母子家庭、父子家庭、寡婦を対象に窓口、電話、訪問等による相
談・指導を実施

基本施策８ ひとり親家庭への支援の充実

施策の方向性（１） 日常生活支援の充実

福祉総務

ひとり親家庭を対象に、クリスマスのつどいを開催

傷病等のひとり親家庭や寡婦等の家庭に対し家庭奉仕員（ホームヘ
ルパー）を派遣
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

122
母子・寡婦福祉
資金貸付制度

H17 １０４件
H18 １０６件
H19 １０６件
H20 ９４件
H21 ６３件

福祉総務

123
母子家庭の母等
雇用奨励金

H17 60件
H18 89件
H19 83件
H20 80件
H21 91件

労働政策

124
母子家庭の母等
トライアル雇用
奨励金

H17 118件
H18 188件
H19 180件
H20 162件

労働政策

125
自立支援教育訓
練給付金事業

H17 10件
H18 10件
H19 7件
H20 6件
H21 8件

福祉総務

126

高等職業訓練促
進給付金事業
→
高等技能訓練給
付促進事業

申請者 交付月
H17 3人 28月
H18 4人 24月
H19 7人 54月
H20 8人 56月
H21 28人 264月

福祉総務

127

母子寡婦自立促
進事業 →
母子寡婦自立支
援事業

H17 ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ2級養成講座
ﾊﾟｿｺﾝ講習会 ｾﾐﾅｰ 法律相談

H18 １回 １回 ３回
H19 ３回 １回 ４回
H20 ３回 ３回 ４回
H21 ３回 ３回 ４回

メンタルヘルス相談 １回

福祉総務

母子自立支援プロ
グラム策定事業

H19 １８件
H20 ３４件
H21 ３５件

福祉総務

128
母子健康手帳の
交付と母子保健
のしおりの配布

交付件数
H17 4,324件
H18 4,393件
H19 4,610件
H20 4,299件
H21 4,318件

福祉健康センター

129
安心出産育児支
援ネットワーク
事業

H17 168件
H18 239件
H19 263件
H20 312件
H21 282件

福祉健康センター

130
すくすく母乳育
児支援事業

H17 61件
H18 87件
H19 53件
H20 90件
H21 73件

福祉健康センター

131 妊産婦健康診査

妊婦 産婦
H17 93.2% 83.5%
H18 92.5% 85.3%
H19 60.9% 88.7%
H20 101.1% 90.0%
H21 80.2% 90.4%

妊婦健診延べ受診数
：48，351（4，305）

産婦健診：3，774（4，174）
歯科健診：1，229（4，305）

健康総務

妊娠届出時に母子健康手帳の交付と母子保健のしおりを配布し、金
沢市の母子保健制度と子育て支援の概要を説明し、併せて妊婦相談
を行う

基本施策１ 妊娠・出産・育児の総合的な支援

施策の方向性（１） 妊娠・出産・育児への支援

母子家庭の母や父母のいない児童、寡婦等に対し融資を実施

母子家庭の母等を雇用する事業主に対し奨励金を交付

国の「試行雇用事業」の対象となり、引き続き常用雇用となった母
子家庭の母等を雇用する事業主に対し、奨励金を交付（→安定雇用
促進奨励金）

母子家庭の母の職業能力開発向け講座受講に対して給付金を給付

ハイリスクの妊産婦や乳幼児に関し、医療機関と連携し早期に家庭
訪問により支援するととも虐待予防を図る

未熟児等を出産した母親及び若年や未婚の母等に対し、助産師が家
庭訪問し、乳房マッサージや栄養指導等を行う

妊産婦の保健管理の向上を図るため、医療機関に委託して健診を実
施（妊婦１４回、産婦１回）

H19.7より妊婦健診を２回→５回に拡大
H21.4より妊婦健診を５回→１４回に拡大
里帰り出産などで県外受診の場合も費用の一部を助成

施策の方向性（２） 自立支援の充実

基本方針３ 子どもと家族の心と身体の健康を支援する

母子家庭の経済的自立を支援するため、２年以上の養成機関受講に
対し助成

就業支援セミナー、パソコン講習会、在宅ワークセミナー、法律相
談、養育費相談（新）、メンタルヘルス相談（新）等を開催

児童扶養手当受給者の自立促進のため、プログラム策定員がハロー
ワーク等と連携して自立・就労支援を行う
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

132
産後うつ病スク
リーニングから
の支援

H19 50件
H20 112件
H21 125件
（NO129の対象を除いた件数）

福祉健康センター

133

家庭訪問事業
→
元気に育て！赤
ちゃん訪問事業

H17 812人
H18 1,341人
H19 3,246人
H20 3,842人
H21 3,697人

福祉健康センター

134 日曜子育て教室

H17 18回 599組
H18 24回 587組
H19 20回 564組
H20 20回 546組
H21 20回 486組

福祉健康センター

妊婦栄養教室

各福祉健康センターにおいて、計 年20回
（H19～開催）
H19 564組 1,104人
H20 546組 1,074人
H21 486組 949人

福祉健康センター

135
すくすく育児教
室

H17 34回 883組
H18 32回 781組
H19 32回 866組
H20 32回 847組
H21 32回 897組

福祉健康センター

136
福祉健康セン
ターにおける各
種教室

未熟児 多胎児 外国人ﾏﾏﾊﾟﾊﾟ
H17 6回 59組、3回 31組、1回 15組
H18 6回 66組、3回 34組、1回 7組
H19 6回 46組、3回 35組、1回 16組
H20 6回 39組、3回 24組、1回 12組
H21 6回 30組、3回 30組、1回 4組

10代ママパパ教室は18年度廃止

福祉健康センター

137
医療機関委託に
よる乳幼児健康
診査

1か月 6か月 1歳 2歳
H17 83.7% 86.2% 82.4% 59.1%
H18 85.8% 84.0% 80.4% 56.4%
H19 88.0% 88.8% 85.9% 57.2%
H20 88.9% 88.8% 86.1% 62.4%
H21 89.4% 86.0% 87.0% 57.8%

健康総務

138
福祉健康セン
ターで行う乳幼
児健康診査

3か月 1歳6か月 3歳
H17 97.2% 96.4% 94.1%
H18 97.9% 96.4% 94.8%
H19 98.5% 97.1% 95.7%
H20 98.2% 96.3% 95.8%
H21 98.4% 96.5% 95.2%

福祉健康センター

139
健康診査事業へ
の心理相談員と
保育士の配置

H21
1歳６か月児健診（８４回）
心理１人、保育士１人
３歳児健診（８１回）
心理１人、保育士１人
毎回配置

福祉健康センター

140
健康診査事後指
導の実施

福祉健康センター

141
乳幼児健康診査
未受診者への対
応

H19 H20 H21
3か月児健診 100% 100% 100%
1歳6か月時健診 83.9% 73.6% 76.3%
3歳児健診 76.6% 67.4% 74.5%

福祉健康センター

142
福祉健康セン
ターにおける相
談事業

福祉健康センター

産婦健康診査時に実施するエジンバラ産後うつ病自己評価票による
スクリーニング検査で高得点となった産婦に対して、家庭訪問等に
より支援を行う。

生後３ヶ月までの間に全出生世帯に家庭訪問し、育児相談や育児不
安に応じる。
（Ｈ１９より制度改正により全戸訪問を目指す）

妊婦とその配偶者を対象に、お産の準備、妊娠中の過ごし方等を学
ぶ教室

日曜子育て教室と同時開催で、妊娠５～７か月の妊婦と夫に対し、フードモ
デルを使った体験学習等をとおし、生活習慣の改善に関する健康教育を
行い、併せて「妊産婦のための食生活指針」の普及啓発をすすめる。

6～8ヶ月頃の乳児と保護者を対象に、子どもの発達、子育て、離乳
食の進め方などの教室を開催

日曜子育て教室、育児教室、（以上については№１３４，１３５）
未熟児教室、多胎児教室、10代ママパパ教室、外国人ママパパ教室

乳幼児の保健管理の向上を図るため、医療機関に委託して健診を実
施（新生児、6か月、１歳、2歳）

３か月児一般健康診査、１歳６か月児一般・歯科健康診査、３歳児
一般・歯科健康診査を実施し、育児・栄養・歯科保健指導を実施

１歳６か月児・３歳児健康診査において子どもの状態や親子関係の
把握や、育児不安、悩み等をもつ保護者に対する個別相談を実施

施策の方向性（２） きめ細やかな健康診査・相談事業の充実

乳幼児健康診査後のフォローアップとして専門相談や保健師、栄養
士による訪問・電話相談等を実施

乳幼児健康診査未受診者の状況把握を実施

乳幼児健康相談、乳幼児整形外科相談、幼児精神発達相談、ダウン
症児発達相談、ヘルシー食生活相談、遺伝相談を実施
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

143 栄養相談
H19 13,607人
H20 13,613人
H21 13,472人

福祉健康センター

教室開催数 年4回 教育プラザ富樫

福祉健康センター

145

保育所における
食育の推進 →
保育所の給食を
とおした食育の
推進

・給食献立の配布 １２回／年
・給食だよりの配布 １２回／年

教育プラザ富樫

146
学校給食を通し
た食育の推進

・給食献立の配布 １１回／年
・給食だよりの配布 １１回／年
・H22 実施回数 行事食 １２回、郷土料
理 ４回
・H21 応募数2,255点（小学校 1,597点、
中学校658点）入賞22点

予算・決算額は給食献立、給食だより分

教育総務

147
学校教育におけ
る食育の推進

学校指導

148
思春期における
食育の推進

H18 40回 1,505人
H19 36回 1,671人
H20 27回 871人
H21 26回 700人

地域保健

地元食材を使った
朝食メニューの作
成

H19
対象：市内小学校１～３年生とその保護者
募集期間：5/14～6/22
朝食メニューコンクールのレシピを市内小
学校や食育教室等で配布普及15，000部
H21
対象：市内小学校１～６年生とその保護者
募集期間：11/3～12/17
朝食メニューコンクールのレシピ集10,000
部
アイディア集30,000部を市内小中学校、保
育所・幼稚園、公民館その他に配布普及

近江町交流
プラザ

おやこの伝統食教
室

H17
H18
H19 １０回 379人
H20 ７回 276人
H21 １０回 269人

近江町交流
プラザ

金沢こども料理塾

H21
基礎コース ４０回
季節の食材体験 3回
３世代交流 2回

近江町交流
プラザ

食育広場普及推
進事業

H21 １回 146人
近江町交流

プラザ

149

食生活改善推進
員による食育の
推進 →
食生活改善推進
員の養成

H17 １コース10回 33人
H18 １コース10回 27人
H19 １コース５回 36人
H20 １コース５回 19人
H21 １コース５回 12人

地域保健

150
食育についての
庁内連絡会

H17で終了 地域保健

妊婦、乳幼児とその保護者を対象に栄養に関する相談を実施する。

144
乳幼児に対する
食育の推進

離乳食教室、依頼教室、しっかり食べよう教室等の開催により、乳
幼児に対する食育を推進

保育所の給食献立や給食だよりを配布し、子どもと家庭の心身の健
康を支援
（配布先；保育所、幼稚園、給食実施認可外等１１９か所）

子ども達が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけると
ともに、金沢の食文化等への理解を深める。

市内の小学生を招き、近江町市場関係者の話を聞き、市場内の様子
を直に見学し、食に関する興味や関心を高め食育の推進を図る。

食生活改善のため推進するボランティア（食生活改善推進員）を養
成する。

①給食献立表、給食だより
②行事食や郷土料理
③地場産物を利用した学校給食の献立を児童・生徒から募集

学校において、家庭科、保健体育科、総合的な学習の時間等を通し
て、望ましい食習慣の形成等、食に関する指導を実施

中高大学生の思春期世代をはじめ、子育て中の保護者を対象に、各
種教室の開催時に食育推進のリーフレット「朝食を食べよう」の配
布等を行い、健康増進を啓発する。

親子を対象に地元食材を使った朝食メニューコンクールを開催、採
用レシピを小学校低学年に配布し、朝食の摂取の大切さを啓発しま
す。

基本施策２ 食育と歯の健康の推進

施策の方向性（１） 食育の推進

福祉、教育、保健分野が連携して、地域、保育園、学校等一環した
食育を図るため、連絡会を実施する。

金沢市固有の伝統食を健康食という観点から見直した親子参加の調
理教室を開催し、食文化の大切さの理解を深め、その伝承を図ると
ともに健全な食生活を啓発します。
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

151

乳幼児歯科保健
対策の強化 →
子どもの歯の健
康づくり相談

H17 11開設 408人
H18 12開設 528人
H19 12開設 398人
H20 12開設 500人
H21 12開設 457人

地域保健

地域歯科保健研
修会

H17 １開設 58人
H18 １開設 21人
H19 １開設 20人
H20 １開設 11人
H21 １開設 19人

地域保健

152
幼児歯科健康診
査

H17 ①4,103人 ②4,073人
H18 ①4,303人 ②4,070人
H19 ①3,908人 ②3,983人
H20 ①4,108人 ②3,702人
H21 ①4,134人 ②3,961人

福祉健康センター

153
歯ッピーウェル
カム

H17 2,696人
H18 2,702人
H19 3,408人
H20 2,975人
H21 3,575人

健康総務

154
金沢総合健康セ
ンター急病診療
事業

開設率１００％ 健康総務

155
休日在宅当番医
制度事業

毎年、日曜、祝日、年末年始の当番医開設
率100%を実現

健康総務

156
病院群輪番制事
業

予定開設数 １００％実施 健康総務

157
子どもの事故防
止啓発の推進

福祉健康センター

158 予防接種事業

予防接種率
H21
ジフテリア２期 64.9%
ポリオ 96.0%
ｼﾞﾌﾃﾘｱ・百日咳・破傷風（DPT）100.2％
BCG 98.0％
麻しん風しん第1期 96.0％
麻しん風しん第2期 93.1％
麻しん風しん第3期 88.6％
麻しん風しん第4期 84.1％

福祉健康センター

幼児期任意予防
接種費助成

平成２１年7月1日以降の接種分から対象 健康総務

159 感染症予防対策

１．感染症が発生・拡大しないよう感染防
止に関する情報を施設管理者に対して提供
する。
２．新入園児の保護者及び小学校入学児童
の保護者を対象に感染症の予防及び予防接
種に関するチラシを配布。

地域保健

160
麻しん迅速把握
事業

麻しん発生
H17 0件
H18 0件
H19 0件
H20 3件
H21 1件

地域保健

金沢総合健康センターで夜間の診療を実施

日曜、祝日、年末年始に在宅当番医による救急医療体制を確保

土曜夜間及び休日昼間、夜間における、金沢総合健康センター夜間
急病診療所、在宅当番医に連動する第二次救急医療体制を確保

施策の方向性（１） 救急医療体制の整備

福祉健康センターに設けた、子どもの事故防止啓発コーナーの充実
を図るとともに、乳幼児健診などでの啓発を行う

感染のおそれのある疾病およびまん延を予防するために、予防接種
を行い、公衆衛生の向上および増進に寄与する事を目的に実施
集団接種＝ポリオ・ＢＣＧ
個別接種＝三種混合・ジフテリア２期・麻しん・風しん・日本脳炎
厚生労働省通知によりH17年度より日本脳炎については接種勧奨を中
止

任意予防接種４種（インフルエンザ、水痘、おたふくかぜ、ヒブ）に対して幼
児1人につき、1年度1回限り、上限１，０００円を助成

感染症に関する情報提供

麻しんは、全数把握しており、発生時は速やかに保育所、学校等に
情報提供し、二次感染予防と感染拡大の防止を図る。

施策の方向性（２） 歯の健康の推進

基本施策３ 小児保健医療体制の整備

歯の衛生に関する正しい知識の普及啓発と歯科疾患の予防に関する
適切な習慣の定着を図ることを目的に、歯科検診、歯科保健指導、
フッ素塗布等を行う。

集団健診時、う蝕リスクの子どもとその保護者に対して、歯科個別
指導を行う。

保健、医療、福祉関係者を対象に、歯科保健に関する研修会を開催
する。

生涯を通じた歯の健康づくりの出発点として、歯科健康診査後に歯
科衛生士が個別に歯科保健指導を行う。
①1歳6か月児歯科健康診査
②3歳児歯科健康診査

施策の方向性（２） 事故予防と感染症対策
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

161
保育所感染症把
握事業

年 １２回開催 教育プラザ富樫

162
Ｂ型肝炎母子感染
防止

H20より、№１３１に統合 健康総務

163
ＳＩＤＳ（乳幼
児突然死症候
群）予防の啓発

福祉健康センター

164
幼児期から中学
生までの総合巡
回相談事業

相談回数
H17 ４６５回
H18 ５００回
H19 ４７７回
H20 ４４９回
H21 ３６７回

教育プラザ富樫
（こども総合相
談センター、研

修相談セン
ター）

165
教育プラザ富樫
における専門相
談

相談回数
H17 ２０２回
H18 １３７回
H19 １１９回
H20 ９４回
H21 １００回

教育プラザ富樫
（こども総合相
談センター）

166 幼児相談室

通室人数
H17 ４０６件
H18 実人数 ２７８人
H19 延べ ４，３８８人
H20 延べ ４，３６２人
H21 延べ ３，７１９人

教育プラザ富樫
（こども総合相
談センター）

167 統合保育事業 受入可能保育所 １０７ こども福祉

168
特別支援教育指
導補助員等の派
遣

派遣時間数
H17 延べ12,322時間
H18 延べ18,691時間
H19 延べ27,833.5時間
H20 延べ30,649.5時間
H21 延べ29,261.5時間

学校指導

169
障害児通園施設
ひまわり教室

（定員20人）
H17 17人
H18 16人
H19 14人
H20 18人
H21 18人

障害福祉

170
小児慢性特定疾
患児ピアカウン
セリング

H17 ２開設
H18 ２開設
H19 １開設
H20 ２開設
H21 1開設

地域保健

171
心身障害児水泳
療育訓練

（訓練回数20回）
参加人数
Ｈ17 延べ 875人
Ｈ18 延べ 920人
Ｈ19 延べ 617人
Ｈ20 延べ 624人
Ｈ21 延べ 765人

障害福祉

172
親子療育のつど
い

参加人数
Ｈ17 輪島方面１泊２日 33人
Ｈ18 岐阜方面１泊２日 41人
Ｈ19 愛知方面１泊２日 33人
Ｈ20 長野方面１泊２日 33人
Ｈ21 岐阜方面１泊２日 24人

障害福祉

言葉の遅れや、情緒が不安定など子どもの発達で気になる事につい
て、保護者等が相談し、継続的で適切な指導を受けることができる
よう、教育プラザ富樫と八日市、森山町３箇所に教室を設置。専門
保育士２名ずつ配置。

心身の発達の遅れ等の程度が中度または軽度で他の児童とともに集
団で保育を行うことが適当であり、かつ日々通所できるおおむね３
歳以上の児童の保育

保育所で発生した感染症を把握し、集団感染・重症化を予防

Ｂ型肝炎母子感染予防を目的に、妊娠初期にHBｓ抗原検査を実施

乳幼児突然死症候群発症の危険を低くするため、母子保健事業の機
会を利用して、知識の普及・啓発を図る。

集団行動及び体験学習などを通じて、児童成年期に在宅生活を送る
上で必要な知識を身につけ、併せて親子・医師・指導者の共通認識
を深める。

基本施策４ 発達に遅れや障害のある子どもへの支援

施策の方向性（１） きめ細やかな相談・保育等の充実

通常学級に在籍する特別な支援を要する児童生徒の指導のため、教
育的・介助的な支援を行う補助員やサポーター（学校行事の際）を
派遣

日常生活における基本動作の指導、集団生活への適応訓練を実施

養育者の不安や悩みを、既養育者等が助言・指導することにより、
その解消を図る。

水泳による療育訓練を通し、日頃の運動不足を解消するとともに、
障害のある児童の機能回復・情緒安定を図り、自立を促進させる。

子どもの健やかな成長を一貫して保障していく上で、集団活動場面
での乳幼児・児童生徒の不適応や発達障害などへの支援の充実を図
るため、専門的知識・経験を有する巡回専門相談員が、学校・保育
所・幼稚園等へ巡回し、子ども達の行動や特徴などの把握を行いな
がら、教職員、保護者等への支援を行う。

小児科医、精神科医、臨床心理士等の専門家を専門相談員に委嘱
し、0歳から15歳までの子どもに関する悩みや心配について幼児・教
育相談を実施
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

173
特別児童扶養手
当

受給者数
Ｈ17 ６６０人
Ｈ18 ６６２人
Ｈ19 ６５４人
Ｈ20 ６９６人
Ｈ21 ６０３人

障害福祉

174
日常生活用具給
付

給付件数
Ｈ17 延べ １８件
Ｈ18 延べ ２５０件
Ｈ19 延べ ５２２件
Ｈ20 延べ ６５０件
Ｈ21 延べ ５３５件

障害福祉

175
小児慢性特定疾
患児日常生活用
具給付

給付件数
H17 １件
H18 0件
H19 0件
H20 0件
H21 2件

地域保健

176 障害児福祉手当

受給者数
Ｈ17 延べ ３，１０６人
Ｈ18 延べ ３，０６０人
Ｈ19 延べ ２，９６３人
Ｈ20 延べ ３，００７人
Ｈ21 延べ ２，９０４人

障害福祉

177
障害児補装具給
付

給付（修理）件数
Ｈ17 延べ ６４２件
Ｈ18 延え ３６３件
Ｈ19 延べ １７０件
Ｈ20 延べ １７２件
Ｈ21 延べ ２０３件

障害福祉

178
児童相談所設置
に向けた準備室の
設置

１７年度末開所 こども福祉

児童相談所におけ
る各種相談

受理件数
H18 1,179件
H19 1,048件
H20 1,122件
H21 1,246件

教育プラザ富樫
（こども総合相
談センター）

179

虐待予防ネット
ワークの推進
→金沢こども見
守りネットワー
クの設置

代表者会議 実務者会議 個別ｹｰｽ検討会議
H18 1回 8回 11回
H19 1回 10回 20回
H20 1回 14回 11回
H21 1回 12回 12回

教育プラザ富樫
（こども総合相
談センター）

180
児童家庭支援セ
ンター事業

相談件数
H17 ８２２件
H18 ５８４件
H19 ４８７件
H20 ３５９件
H21 ３３７件

こども福祉

181
教育プラザ富樫に
おける家庭相談員
の配置

児童相談所開設に伴い、H17で完了 こども福祉

182 児童虐待防止劇 H17実施済 市民参画

183

市民グループと
の協働による児
童虐待防止啓発
事業

シンポジウム・ワークショップ参加者
H19 １００人
H20 ２３０人
H21 １６０人

教育プラザ富樫
（こども総合相
談センター）

184
ドメスティック・バイ
オレンス講座

H17実施済 市民参画

常時の介護を必要とする２０歳未満の障害のある児童を養育する者
に手当を支給

日常生活を営むのに支障がある障害のある児童に、日常生活上の便
宜を図る用具を支給あるいは貸与

小児慢性特定疾患治療研究事業の対象となっている児童等に対し日
常生活用具を給付。

児童福祉法に基づく要保護児童対策地域協議会として金沢こども見
守りネットワークを設置し、関係機関の連携により子どもの見守り
体制を確保

専門相談員や心理療法士を配置した児童家庭支援センターで電話相
談対応や訪問相談を実施

虐待問題ケースの早期対応、継続指導を実施する家庭相談員を教育プラ
ザ富樫に配置します。

基本施策５ 児童虐待予防体制の充実

施策の方向性（１） 支援体制の強化と関係機関との連携

虐待防止に取り組む市民グループと市の連携による啓発事業を実施

ＤＶ家庭に育った子どもを早期発見し、その子どもの心をケアし、「暴力の
世代間連鎖」を断ち切るための講座を開催する。

高校生が児童虐待をテーマに劇を行い、児童虐待防止のためには周囲の
協力が不可欠であることを演劇を通して理解してもらうことにより、子どもの
人権が守られる社会の実現を目指す。

20歳未満の在宅の重度の障害児に対し手当を支給

障害のため失われた部位や欠陥を補うための用具の交付および修理

児童相談所の機能を持ち、福祉・保健・教育が連携した、乳幼児から中高
生までの総合相談体制を目指す。

教育プラザ富樫に児童相談所を設置し、子どもに関する総合的な相
談体制を確保

施策の方向性（２） 日常生活支援の充実

施策の方向性（２） DV(ドメスティックバイオレンス）への対応
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

185 女性相談室

相談件数
H17 ６８５件
H18 ４７４件
H19 ８５６件
H20 ８７３件
H21 ６３５件

市民参画

186
不妊治療費の助
成

H17 特定122件 12,797千円
H18 特定166件 16,326千円

一般141件 4,133千円
H19 特定326件 31,737千円

一般192件 5,948千円
H20 特定332件 32,021千円

一般204件 6,206千円
H21 特定438件 60,065千円

一般 99件 3,479千円

健康総務

187
不妊に関する情
報提供の充実

福祉健康センター

188 通常保育事業

受け入れ可能人数
H18 １３，０１５人
H19 １３，０１４人
H20 １３，０２６人
H21 １３，１３４人

こども福祉

189 延長保育事業

実施か所数
H17 １１０
H18 １１１
H19 １１１
H20 １１１
H21 １１１

こども福祉

190 乳児保育事業

実施か所数
H17 １１１
H18 １１１
H19 １１１
H20 １１１
H21 １１１

こども福祉

191
２４時間保育事
業

実施か所数
H17 １
H18 １
H19 １
H20 １
H21 １

こども福祉

192
病院併設型病児
一時保育の実施

実施か所数
H17 ３
H18 ３
H19 ４
H20 ５
H21 ５

こども福祉

193 夜間保育

実施か所数
H17 ２
H18 ２
H19 ２
H20 ２
H21 ２

こども福祉

194 休日保育

実施か所数
H17 5
H18 7
H19 7
H20 7
H21 7

こども福祉

195 年末保育事業

実施か所数
H17 １０２
H18 １０３
H19 ９２
H20 ８０
H21 ９７

こども福祉

196
児童トワイライ
トステイ

実施か所数
H17 ３
H18 ３
H19 ３
H20 ３
H21 ２
（予算・決算はショートステイ再掲）

こども福祉

夜間の保育に欠ける児童に保育を行う

保育所の受け入れ体制を整備 待機児童ゼロを継続

就労形態の多様化に対応し、保育時間の延長を行う

女性相談室の運営を通じ、女性の人権の擁護、自立支援を図る。

不妊治療にかかる治療費の一部を助成

H18 一般不妊治療に対する助成拡大
H19 所得制限緩和、特定不妊治療の助成額拡大

基本施策６ 不妊への支援の充実

基本方針４ 男女ともに子育てと仕事が両立できる環境をつくる

基本施策１ 多様で弾力的な保育サービス等の充実

不妊治療を実施する医療機関等や不妊に関する相談機関等の情報提
供

施策の方向性（１） 保育サービスの充実

０歳児の受け入れを行う

深夜にわたって勤務されている方を対象に昼間の保育に引き続き翌
朝までの保育を行う

病中・病後の保育に欠ける児童の一時保育を行う

日曜祝日等に保育に欠ける児童の保育

年末に保育に欠ける児童の保育

保護者の恒常的な残業等により、家庭での養育が困難になった児童
を児童福祉施設等で養育保護します。
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

197

幼稚園預かり保
育の推進 →
私立幼稚園預か
り保育推進助成
事業

H17 ７園
H18 １５園
H19 ２２園
H20 ２４園
H21 ２４園

教育総務

198
産休・育休明け
予約サービス

現状では、実施困難 こども福祉

199

アレルギー疾患
等の配慮を要す
る児童の保育の
充実

こども福祉
教育プラザ富樫

200
幼稚園・保育所の
連携保育モデル事
業

H18で完了 こども福祉

201
保育士・幼稚園
教諭等の研修の
充実

年 46回
こども福祉

教育プラザ富樫

202
金沢市保育所・
幼稚園連絡協議
会

H21
・職員交流事業
幼稚園・保育所 各10施設
・施設交流事業

こども福祉

203
保育サービス評
価事業の導入

金沢市社会福祉協議会が実施 こども福祉

204 保育所の改修 こども福祉

205
保育所の巡回相
談の充実

教育プラザ富樫

206
放課後児童クラ
ブの拡充

H17 ６９ヵ所
H18 ７０ヵ所
H19 ７２ヵ所
H20 ７３ヵ所
H21 ７６ヵ所

こども福祉

207
障害児のための
拠点型児童クラ
ブの開設

H17 1ヵ所
H18 1ヵ所
H19 1ヵ所
H20 1ヵ所
H21 1ヵ所

こども福祉

208
放課後児童クラ
ブにおける障害
児の受け入れ

こども福祉

209

次世代育成支援
事業所認証
フォーラム →
子育てにやさし
い企業認証事業

認証数
H17 ４社
H18 ９社
H19 ５社
H20 ６社
H21 ５社

労働政策
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を
し、雇用環境整備に積極的に取り組んだ市内の事業主（従業員９９
人以下）に対し、認証状の表彰を行う

児童クラブにおいて障害のある児童の受け入れを行う

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童を対象とする児童クラ
ブを設置

養護学校に就学している障害のある児童の保護者が、就労により昼
間家庭にいない児童を対象とした、児童クラブを開設する。

施策の方向性（１） 多様な働き方の推進

金沢市社会福祉協議会保育部会および石川県私立幼稚園協会金沢支
部とともに、金沢らしい保育所と幼稚園のあり方や就学前児童の育
ちについて研究する。

保育所における保育サービスの質の確保と利用者の選択の幅を広げ
るため、保育所の保育サービスの質を当事者以外の公正・中立な第
三者機関が専門的かつ客観的な立場から評価する第三者評価の導入
を検討します。

施設の経年劣化に対応し、随時改修を実施。その際、災害等に耐え
うるよう機能強化も図る

教育プラザ富樫の保育士・保健師や管理栄養士が保育所を巡回し、
乳幼児の保育内容や感染症予防に関すること、食事内容や衛生管理
等について相談および指導を行う。

パートなど短時間就労者への幼児教育・保育サービスを年間を通じ
提供するため、夏休みなどの長期休業期間中に園児を預かる幼稚園
に補助金を交付する。

保育園と幼稚園の余裕スペースを相互利用するモデル事業を実施

個に応じたきめ細かな質の高い保育サービスを提供するとともに、
保育士一人ひとりが専門性を高め、適切な保護者対応を行うことが
できる保育士を育成するため、各種保育士研修の内容を充実させる

法律に基づいた産休明けや育休明けの職場復帰の時に入所する保育
園を予約できるシステムの検討を行います。

アレルギー疾患等の配慮を要する児童の受け入れについて、教育プ
ラザ富樫管理栄養士等の巡回相談や、保育所職員の研修などを実施
し、一人ひとりの児童に配慮した保育の提供に努める。

施策の方向性（２） 保育サービスの質の確保・向上

施策の方向性（３） 放課後児童クラブの充実

基本施策２ 「働き方の見直し」と企業の自主的な取り組みへの支援
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

子育てにやさしい
企業支援事業

H18.4.1 施行
申請件数
H18 ４件
H19 ８件
H20 １１件
H2１ ８件

労働政策

次世代育生行動
計画普及推進事
業

H18.6から実施
訪問企業数
H18 ２４０社
H19 １８０社
H20 １１６社
H21 １２８社 事業終了

労働政策

正社員転換促進
奨励金

H19.4.1 施行
申請件数
H19 ０件
H20 ４件
H2１ ５件

労働政策

210

仕事と家庭の両
立支援セミナー
→
職場環境改善啓
発セミナーの開
催

参加者数
H17 ９６名
H18 ７１名
H19 １０８名
H20 １１２名
H21 ５５名

労働政策

211
女性起業家の育
成支援

受講者数
H17 １４人
H18 １０人
H19 ７人

ものづくり政策

創業支援講座の
開催

H20 参加者35人 ものづくり政策

212
特定事業主行動
計画

H17
■男性の育児休業等取得率 23.6%
■院内託児所利用者数 延べ 166人
H18
■男性の育児休業等取得率 20.6%
■院内託児所利用者数 延べ 271人
H19
■男性の育児休業等取得率 22.2%
■院内託児所利用者数 延べ 166人
H20
■男性の育児休業等取得率 23.7%
■院内託児所利用者数 延べ 339人
H21
■男性の育児休業等取得率 44.1％
■院内託児所利用者数 延べ 349人
■第２期計画（H22～H26）を策定

職員

213
勤労者育児・介
護休業資金利子
補給費

労働政策

マザーズ再就職サ
ポートサロン開設
費

H21
セミナー 7月・11月開催
交流会 9月開催

労働政策

214
IＴ基礎技能セミ
ナー

H17 ４回 １３０人
H18 ４回 １５７人
H19 ４回 １０９人
H19年度で事業終了

女性センター

215
再就職準備セミ
ナー

H17 ３回 ９４人
H18 ３回 ７４人
H19 ３回 １０２人
H20 ４回 ７０人
H20年度で事業終了

女性センター

育児休業または介護休業をする者に対する生活資金の融資

子育て支援施設などの利用者に対し、出産後の再就職支援を目的にサ
ポートサロンを開設

創業者支援施設「ＩＴビジネスプラザ武蔵」、SOHO事業者向け施設
「金沢ビジネスプラザ南町」「金沢ビジネスプラザ尾山」入居者を
対象とした、勉強会を開催。

職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう、次世代育成支
援対策を計画的かつ着実に推進する

施策の方向性（２） 子育て期の就労支援

子育て中の女性を対象に、社会参加に必要なパソコンについてのセミナー
を開催

一般事業主行動計画の策定・提出を促進し、次世代育成支援対策への事
業主の取組を推進するために、社会保険労務士による企業訪問を行い、
助言を行う。

正社員とパートタイマーの賃金・処遇面での格差を是正し、パートタイマー
の正社員化に取り組む企業を支援することで、パートタイマーの雇用の安
定及び企業の活性化を図る

企業の人事担当者や勤労者に対し、仕事と家庭の両立について考え
るセミナーを開催

起業を志す女性を対象に「女性起業家育成セミナー」を開催。第一
線で活躍する女性起業家を講師に迎え、「起業の心構え」等、講座
を開設。

次世代育成支援対策を推進するために、一般事業主行動計画を提出した
事業主と、金沢市「子育てにやさしい企業」に認証された企業に対して、金
沢市中小企業金融制度の支払利子の一部を助成する。

再就職を希望する子育て途中、子育てを終了した女性を対象にセミナーを
開催
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

216
子育てバリアフ
リーマップの作
成

(財)いしかわ子育て支援財団ホームページ
に掲載

こども福祉

217
市施設の子育て
バリアフリーの
推進

文化政策
総務
市民

市民スポーツ
福祉健康センター

玉川図書館
泉野図書館

玉川こども図書館

218
ユニバーサルデ
ザイン公園の整
備

H17 2ヵ所
H18 1ヵ所
H19 4ヵ所
H20 1ヵ所

緑と花

219

街路事業（環状
道路整備事業・
主要幹線道路整
備事業）

H17
H18 （完）鈴見新庄線、（完）春日東長江
線、泉野々市線（泉本町）
H19 （完）小立野古府線、泉野々市線（泉
本町）
H20 （完）泉野々市線（泉本町）、橋場若
宮線
H21 （完）橋場若宮線

道路建設

金沢駅西広場再
整備事業

H21 実施設計 都市計画

西金沢駅周辺整
備事業

都市計画

220
歩行空間ネット
ワーク整備事業

H18 金沢駅西地区ほか３地区を整備
H19 金沢駅西地区ほか３地区を整備
H20 金沢駅西地区ほか３地区を整備
H21 問屋町地区ほか２地区を整備

道路管理

221
金沢市交通バリ
アフリー基本構
想の推進

H17 バス停ベンチ設置（５ヵ所）
視覚障害者誘導ブロック整備

（石川線馬替駅）
H18 バス停ベンチ設置（６ヵ所）
H19 石川線新西金沢駅ホーム視覚

障害者誘導表示設置工事費補助
H20 武蔵ヶ辻バス停ベンチ設置

（国土交通省直接執行）
H21 補助申請 なし

交通政策

222

人と環境にやさ
しいバス車両の
導入、バス停の
バリアフリー化

①ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽｲ車両購入費補助
②ﾊﾞｽ停上屋整備費補助
H17 ①8台 ②3ヵ所
H18 ①6台 ②2ヵ所
H19 ①6台 ②2ヵ所
H20 ①6台 ②1ヵ所
H21 ①4台 ②3ヵ所

交通政策

223
ふらっとバスの
運行

長町ルートを導入（H20.11～） 歩ける環境推進

ベビーカーなどにもやさしいバリアフリー対応の歩道・地下道を整
備する。〔歩道はフラット化（車道と歩道の段差を１～２㎝）、幅
員を３m以上〕 現況）・マウンドアップ歩道で狭い。・路側線の
みで歩道がない。

「金沢ふらっとバス」の運行により交通弱者への外出支援、交通不
便地域の解消、中心市街地の活性化を図る。

自由通路、橋上駅舎、東西駅前広場、駅西アクセス道路、西金沢２丁目公
園について、バリアフリーに対応した整備を行う。

「歩いて暮らせる街づくり」を推進するため、歩行による移動の円
滑化や快適な歩行空間の形成を図り、整備を順次実施する。＜歩道
のバリアフリー化事業＞

金沢市交通バリアフリー基本構想に基づき、公共交通事業者や道路
管理者などが利用者の利便向上を目指しバリアフリー改善策を順次
進める。

バス利用の推進を目指した金沢オムニバスタウン計画に基づき、交
通事業者が実施するノンステップバスの導入やバリアフリーバス
停・上屋・シェルター等バス停整備に対し、国、県と協調し補助す
る。

施策の方向性（２） 安心・安全な道路交通環境の整備

基本方針５ 子どもと子育てにやさしい生活環境をつくる

基本施策１ 子育てバリアフリーの推進

施策の方向性（１） 安心して外出できる環境の整備

北陸新幹線開業に併せ、人や車の円滑な移動を可能にするため、金沢駅
西広場の機能を見直し、バリアフリー対応化など再整備を行う。

子どもから障害者、お年寄りまで全ての人が同じように憩うことが
できる公園の整備

子育てにやさしいトイレや子ども用メニューがあるなど、子育てに
やさしい店を市民自ら調査し、バリアフリーマップを作成する。

市施設の子育てにやさしいトイレや授乳室の設置など子育てバリア
フリーを促進する
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

224
いい街金沢住ま
いづくり奨励金

認定件数
H17 １４４件
H18 ２３４件
H19 ９２件
H20 １０３件
H21 １０７件

住宅政策

まちなか住宅建築
奨励金

認定件数（うち40歳未満件数）
H18 １１８件（７１件）
H19 ４３件（２２件）
H20 ４５件（３１件）
H21 ６６件（３８件）

住宅政策

225

市営住宅の母子
世帯向け入居募
集 →
市営住宅の母子
世帯向け優先入
居の実施

母子世帯枠 申込実績
H18 3 4人
H19 17 31人
H20 14 8人
H21 12 24人

市営住宅

226

市営住宅の多子
世帯のの優先入
居の検討 →
市営住宅の多人
数世帯の優先入
居の実施

多人数世帯枠 申込実績
H18 5 1人
H19 20 3人
H20 10 3人
H21 7 9人

市営住宅

227
シックハウス相
談窓口の設置

①カビ・ダニに関する相談
②シックハウスに関する相談
①H17 相談件数 ０件
②H17 相談件数 ０件
①H18 相談件数 ８件 簡易検査 ０件
②H18 相談件数 ３件 簡易検査 １件
①H19 相談件数 ４件 簡易検査 ０件
②H19 相談件数 ４件 簡易検査 ３件
①H20 相談件数 ５件 簡易検査 ０件
②H20 相談件数 ３件 簡易検査 ３件
①H21 相談件数 ６件 簡易検査 ０件
②H21 相談件数 ２件 簡易検査 １件

衛生指導

228
交通安全教育の
推進

①幼児交通安全教室
②小学校3年生自転車教室
H17 ①75回 6,269人

②80回 4,340人
H18 ①80回 6,815人

②81回 4,261人
H19 ①80回 6,624人

②81回 4,335人
H20 ①87回 6,962人

②79回 4,378人
H21 ①85回 5,934人

②84回 4,335人

歩ける環境推進

229
遊具の安全点検
及び安全で魅力
のある施設整備

遊具点検委託
H17 632ヵ所
H18 638ヵ所
H19 677ヵ所
H20 722ヵ所
H21 751ヵ所

緑と花

230

母親クラブ（地
域組織活動育成
クラブ）による
児童の事故防止
等活動

こども福祉

市営住宅への入居の選考に際し、空室の状況により母子世帯の枠を
設け、優先的な取扱を実施する

市営住宅への入居の選考に際し、世帯人数が４人以上である世帯に
対する優先的な取扱いを実施

シックハウス症候群やカビ・ダニによる健康被害等の住まいの環境
が原因と思われる体調不良等に関する相談を受ける。

まちなかでの金沢らしい住宅の新築、購入に対し奨励金を交付
対 象 一戸建て住宅
助成内容

金融機関からの借入金の10％を助成
（限度額200万円、２世帯住宅は限度額300万円）
駐車場等に建設した場合、
助成率1.5%（限度額30万円）を上乗せ

（H20改正）
４０歳未満→４５歳未満の若年世代の場合

助成率2.5％（限度額50万円）を上乗せ
（H21改正）

多子世帯（*）の場合
助成率1.0％（限度額20万円）を上乗せ
（*）１８歳未満の子ども３人以上と同居する世帯

基本施策３ 子どもの安全の確保

施策の方向性（１） 子どもの事故予防の推進

まちづくり協定等締結区域で４５歳未満のファミリー世帯を対象に
新築住宅購入借入金の一部を助成
対象 一戸建て住宅
助成内容 金融機関からの借入金の２．５％を助成

（限度額 ５０万円）
・多子世帯（１８歳未満の子ども３人以上と同居する世帯）の場合

借入金の１．０％（限度額２０万円）を上乗せ

H20～
対象年齢要件を４０歳未満から４５歳未満に拡大

H21～
多子世帯に対する加算制度を新設

基本施策２ 良質な住宅の確保と住環境の整備

地域組織活動育成クラブ（母親クラブ）が地域の実情に応じて、遊
び場の遊具の点検、特に幼児の遊び場の巡回、交通安全活動、非行
防止活動等の奉仕活動を行う。

保育所、幼稚園、小学生を対象とした交通安全教室や自転車教室を
開催

(財)金沢まちづくり財団に委託し、遊具の定期点検及び修繕を実
施。21年度からは国庫補助を活用し、時代に即した新しい遊具の導
入などの実施
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

231
保育所における
防犯対策の推進

こども福祉

232
児童館における
防犯対策の推進

平成19年度で全館設置 こども福祉

233
学校における防
犯対策の推進

電気錠取り付け
H17 20校
H18 14校
H19 3校
H20 5校
H21 4校

教育総務

234

学校安全協力員
の配置 →
学校安全管理指
導費

登録数
H19 7,863名
H20 7,903名
H21 7,082名

教育総務

235

地域における子
ども安全対策の
推進 →
地域における防
犯対策の推進

H17 337人
H18 483人
H19 479人
H20 479人
H21 465人

教育プラザ富樫

236 街路灯の設置

H17 612ヵ所
H18 640ヵ所
H19 635ヵ所
H20 627ヵ所
H21 556ヵ所

防災管理

237
地域安全パト
ロールの実施

H17 93団体
H18 92団体
H19 101団体
H20 112団体
H21 131団体

防災管理

238
生活安全推進事
業

H17 10団体
H18 11団体
H19 17団体
H20 16団体
H21 18団体

防災管理

239
地域コミュニ
ティ安全活動支
援事業

H17 19団体
H18 6団体
H19 2団体
H20 1団体
H21 1団体

防災管理

240 Ｍネット活動補助 防災管理

241
地域安心安全情
報ネットワークの
構築

防災管理

242
保育所等におけ
る防災体制の強
化

こども福祉

243
学校における防災
体制の強化

H20 設計7校 工事5校
H21 設計 体育館１４校

工事 校舎 ７校 体育館5校
教育総務

学校安全協力員による学校周辺、通学路の巡視
平成１９年度より「地域見守りボランティア」として教育総務課へ
移管

地域ごとに、地域子ども指導員を委嘱し、子どもの健全育成に関係
のある団体と連携して、地域の行事における巡回及び声かけその他
の子どもの安全確保のための活動を実施している。

地域の町会等の代表者からの要望に基づき、夜間における犯罪等の
発生の恐れのある箇所に街路灯を設置する。

平成16年度に耐震診断が完了。計画的に耐震化を図る。また、市内
の全小中学校が学校独自の防災マニュアルを作成し、随時見直しを
行い、各校の実情に応じた防災体制の強化を図る。

施策の方向性（３） 防災対策の推進

保育所、児童館等において防災マニュアルの確認と必要な更新を随
時行い、各所・館の防災体制の強化を図る

空き巣・ひったくり・子どもを狙った犯罪等を防止する目的で、イ
ンターネットや携帯電話を活用した安心安全情報ネットワークを構
築。
（総務省のモデル事業として選定を受け、実証実験を行い、実験終
了後総務省によるシステムの確立とシステムの有用性の検証を実施
する。）

警察、防犯協会、地域ボランティアが連携して、青色回転灯を取り
付けた地域安全パトロールカーで、パトロールを実施

・突発的な不安、脅威、危険等の事象に対し、地域ぐるみで対処す
る場合に当該地域の活動に対して助成
・町会等が防犯パトロール等を実施する際に使用する拍子木、タス
キ等の防犯用品を供与する。

地域コミュニティ団体が新たに実施する活動事業および市民生活に
悪影響を及ぼすような突発的な不安、脅威、危険であると認められ
る事例における活動事業に対して財政的支援を行う。

育友会・ＰＴＡと交番・駐在所、警察署をネットワーク化し、情報
交換を行うほか広報紙の発行、防犯グッズの配布等を実施。また、
児童被害犯罪が発生又は発生の恐れが高い場合に、街頭監視、街頭
パトロールを行う。

施策の方向性（２） 防犯対策の推進

平成１３年度に市教育委員会が作成した防犯マニュアルを基に、市
内の全小中学校が学校独自の防犯（危機管理）マニュアルを作成
し、見直しを随時行い、各校の実情に応じた防犯体制の強化を図
る。

非常警報装置の設置等防犯対策を推進

門、フェンスの施錠や玄関のモニター付インターフォンの設置等の
施設管理を徹底するとともに、地域と連携して防犯対策に努める。
（予算・決算は保育所の改修費に含まれる）
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担当課事業内容 実績
番
号

施策名

～H19 延べ ７３件
H20 延べ ８２件
H21 実績なし

こども福祉

H19 ２２件
H20 ７件
H21 １件
（診断件数のみ）

福祉総務

245
幼稚園における耐
震診断

助成利用園数
H17 実績なし
H18～ 診断6園

教育総務

244
保育所等におけ
る耐震診断

私立保育所等の社会福祉施設の耐震診断経費を助成する。

私立幼稚園の耐震診断経費を助成する。
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